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法人事業税 法人住民税

（法人税割）

県内総生産

法人事業税

法人住民税（法人税割）

点線は、平成21年度以降において、
地方法人特別譲与税を加えた場合における偏在度を示す

点線は、平成26年度以降において、
地方法人税（地方交付税相当額）を加えた場合における偏在度を示す

（兆円）

注１ 総務省「地方税に関する参考計数資料」、同「地方団体の歳入歳出総額の見込額」及び財務省「租税及び印紙収入決算額調」等より作成。
２ 東京都シェアは、全国の税収に対する東京都の税収の占める割合を示す。
３ 税収は、超過課税分を含まない。また、法人住民税（法人税割）は、道府県税相当分である。
４ 地方法人税は、地方交付税相当額をシェアに反映させるため、道府県税相当分を1.8%/4.4%として全国の税収に加算し、東京都の税収には加算していない。
５ 全国の法人事業税、地方法人特別譲与税及び法人住民税（法人税割）の税収は、平成28年度までは決算額、平成29年度以降は地方財政計画による。
また、地方法人税収は、平成28年度までは決算額、平成29年度は補正後予算額、平成30年度は当初予算額による。

６ 東京都の税収は、平成28年度までは決算額、平成29年度は補正後予算額、平成30年度は当初予算額による。
７ 県内総生産は、内閣府「県民経済計算年報」に示された「産業」（「政府サービス生産者」及び「対家計民間非営利サービス生産者」以外のもの）の県内総生産（名目）をもとに算出。

法人事業税・法人住民税（法人税割）の偏在度（東京都シェア）の推移

全国税収（道府県税相当分）
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地方交付税等による収入の均衡化

注１ 総務省「平成30年度地方税に関する参考計数資料」、「平成28年度都道府県決算カード」、
「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成29年１月１日現在）」より作成。

２ 数値は都道府県歳入における人口一人当たりの金額に係る指数であり、地方税収額には税収入と地方譲与税を、
地方交付税等には地方交付税と臨時財政対策債を含む。なお、東京都の税収入は、特別区において都税として徴収した
市町村税相当分を除いた額で算出している。

「全国平均を100とした場合の指数（人口一人当たり）」
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